
 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
  
 
 
 
 
 

 

近年の労働法改正への対応に伴い、就業規則の見直しに苦慮している人事担当者は多いと思います。改定作業が

形式的なものとなり、本来の趣旨や自社の実情に即した内容が反映されていないケース、また従業員への十分な周知

や理解が得られないまま運用されている事例も少なくありません。 

本稿では、就業規則を単なる規程ではなく、企業経営を支える実務ツールとして活用するために、その意義と役割を

改めて整理します。 

１． 就業規則とは何か 

就業規則とは、企業が労働者に適用する就業上のルールを体系的に定めた規程です。 

就業規則は、労働基準法第89条において、常時10人以上の労働者を使用する使用者にその作成と労働基準監督

署への届出が義務づけられています。 

その内容には、始業・終業時刻、休日・休暇、賃金、退職、服務規律、懲戒処分、休職制度、安全衛生など、労働者

の労働条件にかかる重要事項が定められています。 

「労働条件にかかる重要事項」ですから、就業規則は単なる社内文書ではなく、法的拘束力を有する労働契約の一

部として機能します。 

【労働基準法第89条】 

常時十人以上の労働者を使用する使用者は、次に掲げる事項について就業規則を作成し、行政官庁

に届け出なければならない。次に掲げる事項を変更した場合においても、同様とする。 

一 始業及び終業の時刻、休憩時間、休日、休暇並びに労働者を二組以上に分けて交替に就業させる場

合においては就業時転換に関する事項 

二 賃金（臨時の賃金等を除く。以下この号において同じ。）の決定、計算及び支払の方法、賃金の締切り

及び支払の時期並びに昇給に関する事項 

三 退職に関する事項（解雇の事由を含む。） 

〜 以下略 〜 

（次頁に続く） 

【改めて考えてみませんか】 

｢就業規則｣の役割と 
作成する意味とは？ 

社会保険労務士法人ＨＲＭ 

特定社会保険労務士 

告井 祐二 

１．就業規則は、企業における「労働契約の基本ルール」であり、労働者との間の法的関係を明確化する役割を

果たします。 

２．就業規則は、職場秩序の維持およびトラブル未然防止のための重要な指針となります。 

３．就業規則という明文化された制度により、人事労務管理の一貫性・公平性・透明性を確保できます。 
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２． 就業規則の法的効力と労使関係への影響 

就業規則は、法令上の要件を満たし、かつ、労働者に周知されていれば、労働契約の内容としての法的効力を持ち

ます（労働契約法第７条）。そのため、個別の労働契約書に明記されていない事項であっても、就業規則に定めがあれ

ばその内容が契約に含まれることになります。 

特に懲戒処分や解雇に関する規定が就業規則等において不明確な場合、会社は労働者に対する処分の正当性を

主張することが困難となり、不当解雇や懲戒権の濫用と判断されるリスクが高まります。懲戒処分については、あらかじ

め具体的な事由を明記し、合理性・相当性を確保することが不可欠です。解雇についても、手続的適正と説明責任が

求められ、不備があると労働審判や訴訟で不利な判断を受けるおそれがあります。トラブル防止の観点からも、規定の

整備と適切な運用が重要です。 

３． 組織秩序維持とトラブル予防 

就業規則は、企業と従業員との間の共通ルールを示す「行動指針」であり、服務規律や懲戒規定を通じて、組織の

統制力を確保するうえで不可欠な存在です。 

従業員に対して期待される行動や職務姿勢、遵守すべき事項をあらかじめ明示することで、ルールに基づいた適正

な行動を促し、問題行動があった場合にも、就業規則に沿った処分を行うことができます。 

また、近年の労働環境の多様化（テレワーク、副業、ハラスメント対応など）により、就業規則に求められる内容も高度

化・複雑化しています。これら新たな課題にも対応した内容を規定することで、時代に即した職場環境の維持とトラブル

の未然防止を図ることができます。 

４． 公正な労務管理と従業員の安心感 

就業規則は、企業内での人事・労務管理の公平性と透明性を担保する役割も果たします。 

たとえば、昇給・昇格・評価・異動・休職・復職・退職といった処遇の基準を就業規則に明記することにより、属人的な

運用を排除し、従業員にとって納得感のある制度運用が可能となります。このような運用が従業員の信頼を獲得し、モ

チベーション向上や定着率の改善にも寄与します。 

また、ハラスメント防止指針や育児・介護と仕事の両立支援策など、近年の社会的要請を反映した規定を組み込むこ

とも、企業の社会的信用の向上に資する対応となります。 

５． 定期的な見直しと従業員周知の重要性 

就業規則は作成した時点で完成ではなく、企業を取り巻く法令改正や経営環境の変化に応じて、定期的な見直しと

更新が求められます。特に、労働基準法、育児・介護休業法、労働契約法、男女雇用機会均等法等は、改正頻度が

高いため、制度のアップデートを怠ると法令違反に問われるリスクもあります。 

また、就業規則の実効性を確保するには、内容の整備だけでなく、従業員への適切な周知（紙媒体配布、イントラネ

ット掲載、説明会開催など）も不可欠です。周知がなされていない就業規則は法的効力を持たないため、実効性を担

保するためには、作成・改定後の周知徹底が重要です。 

６． おわりに 

就業規則は、企業の労務管理における最も基本的かつ重要な制度文書です。労働契約関係の明確化、組織秩序

の維持、従業員の権利義務の明示、公正な制度運用のために不可欠な役割を果たします。 

就業規則の整備は、法的リスクを回避し、企業経営の安定性を高める有効な手段であり、同時に、従業員の安心と

信頼を得るための基盤ともなります。 

今後、労務管理をより円滑に進めるためにも、法令に則した就業規則を整備し、実態に即した運用体制を構築して

いくことが重要です。 

 


